
第8章　マレーシア

坂本　博

首相のアブドゥラ・アフマッド・バダウィ氏は，前首相のマハティール氏が再三批判を続けているにもかかわらず，政権を維持し続けるものと思われる。総選挙が2009年まで行われないため，アブドゥラ政権を倒すために統一マレー国民組織（UMNO）で尽力するマハティール氏の試みはほとんど無視されているように思われる。さらに，政治上の論争が経済にあまり大きな影響を与えなかった点も政権維持の理由の1つである。2006年は第9次マレーシア5ヵ年計画の1年目で，先進国の仲間入りを果たす目標を掲げた「ビジョン2020」の第2段階といった位置づけにある。この計画では主に5つの目標を掲げている。それは，（1）経済の付加価値化，（2）知的創造の促進，（3）社会的不平等の解消，（4）生活水準の改良，そして（5）政策実行のための制度改革であり，アブドゥラ政権の政治生命はこれらの目標を果たすための彼の手腕に依存されるだろう。

マレーシア経済は予測よりも高い成長が見込まれ，第1～3四半期の実質GDP成長率は前年同期比で6.0％を記録した（図8.1）。表8.1では，2006年の年間の実質GDP成長率が5.8％になると見込んでいる。これは，表1.2の予測の平均値よりも高めである。これは第4四半期が5.3％の伸びにとどまることを意味する。2007年の成長予測はばらついているものの，平均的には2006年と同程度になるだろうと思われる。

マレーシアの産業構造は，雇用，生産ともに，農業中心の産業構造から製造業，そしてサービス業へと大きくシフトしてきた（表8.1）。他の多くの中所得国と同様に，マレーシアでも製造業のシェアは比較的高水準で，全就業者数の5分の1強，GDPの3分の1弱を占める。マレーシアはまた国際貿易への依存度が高く（表8.1，8.2），機械製品を中心とする製造業の輸出のシェアが高い（表8.3）。鉱業も比較的大きなシェアを占めるが，実質値で測ると鉱業のGDPに占めるシェアは徐々に低下している。しかし，名目値のシェアは，輸出における鉱物性燃料のシェア同様，石油価格の影響を受け変動が大きい。

一方，支出構造にあまり大きな変化は見られない。総固定資本形成や財貨･サービスの純輸出のシェアが大きく，民間最終消費支出のシェアは低い。2006年第1～3四半期において，輸出と輸入の両方がGDPより急速に増加したものの，外需の落ち込みにより輸出は輸入ほど伸びていない。内需の中心は総固定資本形成で1998年以降は政府による投資が主である。

マレーシアの物価水準は安定的に推移している（図8.1，8.3，表8.2）。2006年の消費者物価指数の伸びは3.9％で，2005年より0.9％ポイント上昇している。これは表1.2の見通しよりも高いが，それほど大きく異なってはいない。2006年第1～3四半期のGDPデフレータの伸び率は4.8％で，年間では4.5％と仮定した。これにより，第4四半期のGDPデフレータの伸び率は3.6％程度になるものと思われる（第3四半期の伸び率は3.7％であった）。2007年の予測では，GDPデフレータの伸び率も消費者物価指数も0.5～1.0％ポイント下がると見込まれている。

2005年7月にマレーシア・リンギが管理変動相場制に変更されてから，リンギは緩やかに切り上げられ，2006年末では6.6％切り上がっている。この傾向は，通貨バスケットの中で米ドルに対する比重が大きいことを示唆している。その理由として，マレーシアの貿易および銀行貸出の多くが米国に対するものである点（表8.4），他国との取引においても米ドルが使われる点，および銀行も安定した為替レートを望んでいる点が考えられる。当局もまた，強いリンギに適応するための時間的猶予を切望しており，その結果，急速に切り上がることには抵抗があると思われる。

金融政策が総需要の拡大に効果的でなかったため，マレーシアは積極的な財政政策を採り，2000～03年でGDPの5％を超える財政赤字を生み出している。その結果，政府債務の対GDP比は，2003～04年には48％まで拡大した（表8.2）。2003年の就任後，アブドゥラ政権は財政赤字の削減に重点を置くようになり，2006年の第1～3四半期における政府債務は対GDP比で45％にとどまるものの，財政赤字はGDPの2.3％になると見込まれる。

1995～97年の赤字の後，経常収支は1998～2005年に大きな黒字を記録した（表8.2）。また，この黒字は，2005年と2006年第1～3四半期で対GDP比の15％以上である。これはリンギが今後数年以内に切り上がると予想する1つの要因である。極度に依存度の高い国際貿易に加えて，多国籍企業も，マレーシア経済にとって非常に重要である。マレーシアへの対内直接投資は1998年，2001年，2003年に落ち込んだあと，2004～05年は40億米ドルを超え，2006年第1～3四半期は39億米ドルを記録した（表8.2，Malaysia, Bank Negara Malaysia，various years）。

マレーシアは従来から多岐にわたる製品を輸出しており，農産物（ゴム，パーム油，木材など），原材料（錫など），鉱物性燃料（原油と液化天然ガス），機械製品（事務用・電算機器，通信・その他電気機器），その他製品（繊維，衣類，履物）などが主要な輸出品である（表8.3）。しかし，1997年以降，事務用・電算機器，通信機器等，その他電気機器の3つの製品カテゴリーが輸出総額の半分以上を占めるようになった。輸入面では，1998年以降，電気機器関連が同国の輸入総額の約半分を占めており，当該産業における輸入中間財への依存度が依然として高いことを示している。一方，一般機械のシェアが1998年の危機以降，比較的低くなっているが，投資財需要の低迷が続いていることを示している。

日本，米国，欧州工業国およびシンガポールがマレーシアの主要貿易相手国である。近年，中国のシェアが著しく伸び，日本のシェアに近づいている。韓国，台湾も輸入面では重要なパートナーである。さらに，日本は1997年の危機以降，公的資金の非常に重要な源となった（表8.4）。日本はマレーシアに対して，1997年まで経常収支および貿易収支の黒字を出してきたが，近年はそれが赤字に転じてきている（表8.5）。また，財貨貿易が日本とマレーシアとの取引の中心で，輸出入において機械製品のシェアが非常に高い。これは，マレーシアで大きな存在感を示している日系製造業企業の活動とも密接な関係がある。2002年において，日系企業に従事している約25万人のマレーシア労働者のうち，147,770人が電気機械製造企業に従事している（表8.7，経済産業研究所の推計による）。しかし，東洋経済の推計によると，この雇用者数が減少していることがわかる。
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